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■空前の世界的な和食ブーム

日本人だけでなく、日本に来た事のある外国人の方

が口を揃えて言うのが、食事・料理の美味しさ。

和食が「世界文化遺産登録」ということで、シンガポー

ルを含む世界中で和食ブームがおき始めております。

食べなれている私達が言うだけでなく、他国の方も魅了

してしまうのが日本の、日本で食べる和食の力です。

板前や職人の技だけではなく、食材による味の違い

を楽しむのも、シンプルな味付けがなされる和食ならで

は。そんな食材の中でも今、日本産米が注目されてきて

います。 

■世界一の品質と味！

1, 環境

温度差のない場所や、水の流れない土地では良い

お米はできません。

日本の四季や夜/昼の気温の差がもたらす、清らか

な水・栄養分豊富な土はおいしいお米作りに最適です。

2, 技術

日本の農耕技術は最高品質のものを作ることにおい

て、世界一を誇ります。

また、台風や大雨などの災害や、いもち病などのお

米特有の病気が発生しやすいため、

それらに強い品種改良の技術は他に類を見ません。

（ちょうど地震の多い日本の耐震技術が、世界一であ

るのと同じです）

特　集

「Rice Made in Japan」のチカラ

Wakk a Singapore Pte Ltd 
Managing Direc tor

佐藤　祐一

3, Passion

日本の農家の「いいものを作り、届ける」という想いは

世界でも類を見ません。

そして「おいしいお米」が当たり前、そうでないと満足

できない日本人を相手にするには

いい物を作っていかなければ、販売できないという状

況もあります。

 ■国内のお米事情

新潟のお米、特にコシヒカリは日本一。

日本人ならほぼすべての方が、そのように考えている

のではないでしょうか。

そして馴染みのある「あきたこまち」をもつ秋田県や、

昔は「ササニシキ」、今は「ひとめぼれ」で有名な宮城県

がその次になるのかと思いきや、意外かもしれません

が、現在は北海道が、新潟を追い越すほどの作付け面

積と、そして味を兼ね備えた日本一の米どころになろうと

しています。
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こうして各自治体が切磋琢磨し、北海道の「ゆめぴり

か」、山形の「つや姫」など、新しい品種を開発すること

でよりよいお米を作ろうとしている日本の農協・農家です

が、肝心の国内での消費は平均で一人年間56kg, 昭和

36年の118kgから半分の量になっています。

こうした「お米離れ」は多様な食文化が根付いた日本

では、もはや止めることはできません。そこで現在注目

されているのが、世界一の日本のお米を世界に！という

日本産米の輸出です。 

■世界のお米事情

他方、世界中ではお米はどれくらい生産されている

のでしょうか？

順位	 国名	 　　　　　　　　　　　生産量

1	 中華人民共和国（中国）	 2億266万7,270

2	 インド	 　　　　　　　　　　　1億5,570万

3	 インドネシア		  6,574万900

4	 バングラデシュ		  5,062万7,000

5	 ベトナム			  4,233万1,600

6	 タイ			   3,458万8,400

7	 ミャンマー		  3,280万

8	 フィリピン		  1,668万4,100

9	 ブラジル		  1,347万7,000

10	 カンボジア		  877万9,000

11	 日本			   840万2,000

■日本のお米は高い？？

日本のお米は高い、こちらのスーパーに行けば日本

産の3分の一から4分の一で、ベトナムやUSのジャポニカ

米を購入できます。なぜ日本のお米は高いのか、その

理由はなぜその他のお米が安いのかを考えたほうが理

解しやすくなります。

①	 作付けする面積の大きさや農家賃金の安さ

②	 多収米の作付け（日本のように白米をそのまま

　　　　食べる文化があまり無い為、味を楽しむ作物と

　　　　　　認識されていない）

③	 温暖な環境を利用した、二期作による作付け　

　　　　　　回数の違い

こういったことから、価格ではどうしても国外産のもの

とはかけ離れてしまうのが現状、TPP導入を睨んだ、現

在の政府が行っている国内農産物輸出促進計画をもっ

てしても「補助による価格差の補填」というのは限界もあ

り、長続きしないと考えています。 

特 集 :「Rice Made in Japan」のチカラ

※出展　ホクレン

世界総 量：　約7億20 0 0万トン　

※出展　外務 省
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■今後の展望

先述した注目される「日本産米輸出」にも関連します

が、所得が高く、農業国ではないシンガポールでは日本

産米は本当に良く食べられるようになりました。下の表に

もあるとおり、輸出量も年々増加しております。 

それは食材にこだわる高級和食店の増加、そして日

本のお米はおいしい！と思う方が段々増えてきている証

拠であると考えています。

しかしながら、この流れに乗って、ただただ値段を限

りなく安くして輸出し、日本ブランドにあやかっただけの

お米も多く見受けられます。保管状態やお米本来の品

質から、日本で食べる味とかけ離れてしまうものが多く、

日本で食べたものとすごく違うな・・・という声も在星日本

人・シンガポールの両方からよく聞かされます。

 ■俵屋玄兵衛について

2008年に香港にて創業した海外初の「日本産米専門店」

創業のきっかけは先述した「おいしいお米が海外で

食べることができない、だったら自分でやってみよう」とい

う簡単なきっかけでした。自分の目と舌で直接選んだ農

家さんから、玄米を購入し、冷温コンテナにて輸出/輸

入/保存し、お届け直前精米にこだわることで、日本と同

様の味を海外でも提供できることに成功しました。

シンガポール進出は2011年。私のミッションとしては「

量よりも質」、本当に厳選して丹精込めて作ったお米を、

国内と同じ最高の状態で提供し、本気でがんばってい

る日本の農家さん、農業に海外から貢献したく思ってい

ます。（実際に日本の農家さんには本当に喜んでいただ

いており、励みになると言っていただいています）

今後はシンガポールを含め、これからも劇的な発展

が期待される周辺の東南アジア諸国にて本当においし

い日本のお米のおいしさを普及し、食における「Made In 

Japan」を、更に広げる事ができたら幸いです。 

■おいしく食べる炊飯方法

お米は買ってきてそのまま食べるものではなく、最後

は炊飯というプロセスが必要になります。ここが重要な味

の決め手。

最後になりますが、私のおススメするお米の炊飯方法

をご紹介します。

※出展　農 林水産省
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●炊飯方法●

※日本産白米・炊飯器利用を前提としています。

タイ米用の現地炊飯器ではおいしく炊けない場合が

ありますのでご注意下さい。

①	 計量

お米を計量カップで正しく計ります。（一合すりきりの

カップが便利です）

②	 洗米

ボールや炊飯釜を利用し、お米を揉みこんでマッサー

ジする様に3・4回洗います。このとき糠を再吸収させな

いよう素早く水きりを行ってください。（1回につき30～40

秒が洗米の目安）

（精米技術の進歩より、昔のようにゴシゴシと「研ぐ」必

要はありません！！）

③	 炊飯

メモリやカップに合わせて正しくお水を計ってくださ

い。（基本は米１：水１ですが、お米の状態や　性質、好

みによって加減下さい。）

そして、お米の芯までやわらかく炊き上げる為に、炊

飯釜の中で30分間吸水を行ってください。

このときに利用するお水でお米の味が劇的に変化し

ます。軟水の天然水か、蒸留水／浄水器の利用を　お

勧めします！！（エビアン等のヨーロッパ系  硬水天然

水は利用しないで下さい）

※七分付は白米同様の手順でおいしく炊けます。五

分／玄米は別途ご相談下さい。

④	 炊飯・蒸らし

吸水後に炊飯スイッチを押して炊飯スタート。炊飯終

了の音が鳴ってもちょっと待って！そのまま　10分間、蓋

を開けずに「蒸らし」を行ってください。ふっくらとツヤの

あるお米を楽しめます。

お待たせしました！！炊き立ての新鮮な日本産米の

香り・味をご堪能下さい！

※冷凍保存する場合は「ほかほかの状態」のまま、ラ

ップに包んで冷凍庫で急速冷凍。解凍時に電子レンジ

を利用することで、炊き立ての味を再現できます。冷め

たご飯を冷凍すると硬くなります！

●お米の選び方＆保存方法●

・お米は生鮮食品。しかし目では鮮度・状態がわかり

にくい食品です。　目安として少なくとも精米から1ヶ月以

内のものを購入下さい。挽き立てのコーヒーのように、鮮

度の良いお米はまったく味が違います。

・精米後のものでも「冷蔵庫保存」をすることで2ヶ月

以上は防虫・食味を保つことが出来ます。

特 集 :「Rice Made in Japan」のチカラ

執筆者氏名

佐藤　祐一　（さとう　ゆういち）

経   歴

1981年、新潟県生まれ。大学卒業後、都市銀行に入行。その

後、カナダにワーキングホリデーにいき、1年後に帰国。日本で

ネットワークエンジニ アとして 働いていた時に、すでに香港で

事業開始していた三代目俵屋玄兵衛の創業者に出会う。2011

年12月に三代目俵屋玄兵衛のシンガポール法人を設立 し、代

表に就任。

故郷・新潟のお米以外にも北海道や九州など、日本全域のお

いしいお米を海外に広げる伝導士として活動中。

三代目俵屋玄兵衛 HP http ://www.tawaraya .com.sg/
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特　集

贈 り 物 と 贈 収 賄 に つ いて

Baker & McKenzie .Wong & Leow

Andy Leck /  井上　洋子

１．はじめに

贈り物の習慣は、日々の生活だけではなく、ビ

ジネスにおいても日本とアジア諸国の両方に浸透

しています。事業の関係構築のためにお客様を

お食事に招待したり、当地における社会慣習とし

て季節に応じてハンパーや月餅等の贈答品を送

る習慣があります。

ビジネスパートナーとの関係構築のための贈り

物や接待と、贈り物を受け取った本人が送り主に

特別な配慮をすることを期待しての贈り物や接待

には、大きな違いがあります。

２．贈収賄を規制する法律

昨今、多くの国が贈収賄を規制する法律を導

入 し 、 贈 収 賄 の 阻 止 の た め に こ の よ う な 法 律 の

執 行 に も 力 を 入 れ て い ま す 。 シ ン ガ ポ ー ル の 汚

職防止法（Prevent ion of  Corrupt ion Act）、

日本の不正競争防止法（Unfair  Competit ion 

Prevent ion Act）、米国のForeign Corrupt 

Pract ices Act (“FCPA”)、英国のUK Bribery 

Act 2010 (“Bribery Act”)等があります。これら

の贈収賄を規制する法律は、法律が施行された

国にとどまらず、何かの関係や関与が認められる

場合には、外国法人や個人が外国で支払った賄

賂についても罰することができます。例えば、シン

ガポール汚職防止法は、問題となる行為が国外

でなされたとしても、すべてのシンガポール人に

適用されます。

また、贈収賄を公務員への支払いや利益のみ

を 対 象 と し て い る 法 律 も あ り ま す が 、 シ ン ガ ポ ー

ル、マレーシア等公務員と民間セクターの両方を

対象としている法律もあります。

３．アジアにおける贈収賄行為のリスク

日系企業、およびその子会社や関連会社の海

外における贈収賄行為のリスクは、各国の事情、

業界、外部環境や当該贈収賄によって違います

が、以下のように複数国の汚職防止法が適用され

る可能性を考慮する必要があります。

　　1）　当該贈収賄行為が行われた国の汚職

         防止法

　　2）　日本の不正競争防止法

　　3）　米国のFCPAや英国のBribery Act

         などのロングアーム法規。

たとえ贈り物や接待を関係構築等の業務目的

で行っているとしても、これらの贈収賄を禁止する

法律の定義は、多くの場合、贈収賄を極めて広範

囲に規定しているため、個人的な責任を負わされ

る可能性があります。また、Bribery Act では、贈

収賄を止められなかった企業も責任を負うことに

なり、企業は贈収賄を阻止するための適切な措置

をとることが必要となります。
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前述の通り、国や地域を越えて適用されるこれ

らの 贈 収 賄 禁 止 の 法 律 と 、 法 律 が 制 定 され た 国

の社会慣習とアジア諸国の社会慣習や考え方の

差異により、リスクが想定より大きなものとなること

が考えられます。例えば、インドネシアにおいてイ

ンドネシアの考え方や習慣に基づいてなされた行

為が 、シ ン ガポール や英国の 法律で 解釈され る

場合、そのリスクは飛躍的に高まります。

加えて、最近ではアジア諸国でも汚職撲滅に

向けて 違法行為の摘発に力を 入れ ており、その

観点からも贈収賄に関するリスクは高まってきて

いると言えます。

これらの法律が、合理的な範囲内での接待や

贈り物を禁止しているわけではありませんが、従

前より更なる注意が必要になってきています。接

待や贈り物が、相手の特別な配慮や行為や不作

為を誘引する不適切なものであると考えられる可

能性があるような状況では、細心の注意が必要で

あり、そのような状況下での接待や贈り物は、可

能な限り控えるべきと考えます。

「合理的範囲内の」贈り物や接待であるかどう

かについては、贈収賄禁止規定を確認してくださ

い。多くの企業は、贈り物や接待について一定の

制限を設けており、それぞれ目安となる金額を設

けているところもあると思います。企業は、贈収賄

禁止規定を導入した上で、定期的な社内トレーニ

ング等によって、当該規定の重要性を社内で浸

透させる必要があります。

贈り物や接待に関する社内規定がまだ導入さ

れていない企業においては、以下のような一般的

ルールに従うべきです。

a.　贈り物や金銭を要求されたら

贈り物や現金を個人から要求された場合には、

毅 然 と し た 態 度 で 拒 否 し 、 それ が 社 内 規 定 や 規

則で認められていないことを説明します。

競合他社が、プロジェクト契約を勝ち取るため

に贈り物や現金を提供しているとしても、同様な

行為に及ぶことは避けるべきです。会社の記録や

請求書に反映できる正当なディスカウントを提供

する等の別の方法を取ることを検討してください。

短期的には、それらのプロジェクト契約を逃し

利益を損なうことになるかも知れませんが、贈収

賄防止法を遵守しない場合のリスクと潜在的コス

トは甚大です。有事の際のコストとしては、関係当

局とのやり取りに費やす社員や経営陣の時間、罰

金、社会的評判の低下による事業上の損失等が

あります。したがって、経営者は、汚職防止法の

遵守は会社の重要命題でありプロジェクト契約の

獲得よりも優先されることを明確にする必要があり

ます。

目先の利益獲得のためにコンプライアンス違反

の行為に手を染めないよう、企業のトップ経営者

は明確に贈収賄防止の強い決意を従業員に確実

に伝え、組織全体に広めることが求められます。

４．注意事項

特 集 :  贈り物と贈収 賄について
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b .　贈り物は、正当なビジネ ス上の友好な関 係を

構築・維持する目的であり、現地の社会通 念上認め

られる範囲で

 

現 金 、 商 品 券 、 優 遇 待 遇 、 無 料 や 特 別 料 金

での旅行、ゴルフ等も贈り物や接待とみなされま

す。状況によっては、寄付行為やスポンサーシッ

プ も、 それ らの 行 為 が 不 当 な 目 的 で 行 わ れ た 場

合、贈収賄とみなされる可能性があり注意が必要

です。

ア ジ ア で は 、 競 争 入 札 へ の 参 加 に あ た っ て 、

地域社会発展等のために特定の公益・福祉団体

への寄付を要請される場合がありますが、寄付が

純粋な公益目的でなされているのか、場合によっ

ては、その対象となる団体を調べる必要がありま

す。当該団体が入札の関係者等によって運営さ

れていたり、寄付の支払先に個人の銀行口座を

指定されるような事例があります。このような場合

には、特に注意が必要です。

贈り物や接待が、例えば、友好な関係の構築

や維持のために適切な時期に、汚職の意図や不

正な目的なくして行われると判断したとしても、第

三者や当局の観点から不適切と思われる可能性

がある場合には、避けるべきでしょう。

また、贈り物や接待はビジネス上の友好な関係

の構築に有用であったとしても、高額で高頻度の

接待には疑いの目が向けられます。贈り物が高額

でないとしても、客観的にみて不正な働きかけを

目的としていると疑われないように注意が必要で

す。接待や贈答品の提供は、友好な関係の構築

や維持の目的のために、社会通念上の儀礼の範

囲内で行うべきです。

例 え ば 、 ペ ン や 盾 等 の 会 社 の ロ ゴ 入 り の 贈 答

品、先方からの参加者が多数のそれ程高額でな

い夕食は、通常問題になることはありません。不

当な職務遂行をさせるとは思えない、タクシー料

金の支払い、合理的範囲内の食事や接待も、許

容範囲内と思われます。ただし、それが長期にわ

たり不当な目的で営業上の利益を得るために組

織的あるいは継続的に行われてきた場合は、論

外です。

結 婚 式 等 の 現 金 贈 答 が 必 要 に な る 式 に 招 待

された場合は、祝儀が高額にならないよう注意が

必要です。現金の代わりになるものがある場合に

は、現金より商品がよいでしょう。ただし、必要以

上に高額なものは避けるべきです。

贈答品は会社名で出し、受取人も個人名では

なく会社や団体を受取人としましょう。これは、ク

リスマス、中国暦の旧正月、中秋の名月等の季節

の贈り物にも当てはまります。

c.　贈り物の時節をわきまえること

 

特定の従業員あるいは担当者への贈り物や接

待は、例え、特別の配慮を意図していないとして

も、契約更新や入札前後の時期においては避け

るべきです。

d.　公務員とのやり取りには注意を払うこと

 

ほとんどの政府機関の職員や公務員は、関係

する国内法等により、贈り物の受領を禁止されて

います。そして、それらの法律は同時に、贈収賄

行為について贈り物の受領者に加え、提供者も

処罰の対象とすることがほとんどです。そのため、

政府機関の職員や公務員および彼らの家族や関

係者には、一切の贈り物や接待をすることを避け

るべきです。ここでいう政府機関の職員や公務員

には、国際機関と国際機関の代行機関や特定部

署を含みます。

万が一、政府機関の職員や公務員から金銭や

贈り物を要求された場合には、毅然とした態度で

拒否し、それが自社の厳格な社内規定によるもの

であることを説明した上で、そのような要求がある

のであれば、公式な文書で会社宛にその旨伝達
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するよう求めることが望ましいと考えます。

５．最後に

贈収賄を防止するには、コンプライアンスのた

めの社内規定に加えコンプライアンス体制の構築

が必要です。加えて、定期的なトレーニング等に

よって、社内規定と贈収賄に対する会社の方針の

重要さを浸透させる必要があります。企業経営者

は、汚職防止法の遵守は会社の重要なポリシー

であり、短期の利益獲得よりも優先されることを明

確にする必要があると考えます。

本稿は法的アドバイスではありません。必要に応じ専門家

のアドバイスをお求め下さい

特 集 :  贈り物と贈収 賄について

執筆者氏名

Andy Leck （アンディ　レック）

経   歴

Baker  & McKenz ie  Internat iona lのシンガポールにおけるメ

ンバーファームであるBaker & McKenz ie .Wong & Leowの代

表パートナー（弁護士）。専門は紛争解決、コンプライアンス有

事対応案件も多数扱っている。

執筆者氏名

井上　洋子（いのうえ　ようこ）

経   歴

日系企業部門のマネージャー。

日系企業様のアジアへの事業進出等のサポートを提供。
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世界的に水資源が限られる中、水需要の拡大

に応じて水ビジネスの規模は世界中で急拡大し

ている。日本の企業や地方自治体は、シンガポー

ル企業を含む海外企業等と連携しつつ、海外で

の水ビジネスに取り組んでいる。本稿では世界の

水ビジネスの特徴を概観した後、第1章で深刻な

水不足を克服し世界的に競争力のある企業を輩出

したシンガポールの経験を紹介する。第2章で日

本の水ビジネスの海外展開の現状と課題を述べ

た上で、第3章では日本とシンガポールの連携事

例を取り上げる。最後に、日本の水ビジネスの課

題を述べ、結語とする。

はじめに：世界の水ビジネスの概要

（1）	 地球大の水資源問題

水資源は、農業、産業、生活基盤を支える必要

不可欠な資源であるが、地球上の水資源のうち水

道等に利用可能な淡水源はごく僅かである。人口

増加に加え、生活水準の向上に伴う一人あたりの

水使用量の増加によって、世界全体の水需要は

拡大を続けており、20世紀中、世界の取水量は

6.7倍増加、今後も、2025年にかけて約３割増加

（2000年比）する見通しである。他方、主に途上

国における都市化による生活排水、産業化に伴う

工業排水、肥料使用の拡大による農業排水の増

加と下水処理の未整備によって、水質汚染の問

題も深刻化している。

今後、水需要拡大と水資源の量・質の制約か

ら、水需給のひっ迫化が懸念される中、従来型の

上下水道分野だけではなく、上水の効率的な供

特　集

シ ン ガ ポ ー ル の 水 ビ ジ ネ ス と日 本 の 課 題 

Japan Bank for  International  Cooperat ion, 
Representat ive O f f ice in Singapore

谷村　真

給（水道管の漏水対策等）、造水（海水淡水化等）、工

業用水・下水、再利用水等の分野での事業拡大

によって限られた水資源をいかに有効に利用し、

供給能力を高めていくかが課題になっている。

（2）	 水ビジネス市場の規模と地域別特性

世界の水ビジネス市場は2007年時点で約36

兆円規模である（図1）。水ビジネスは、上水事業

（全体の48％）と下水事業（同42％）が太宗を占

めるが、ボリュームゾーンとなる上下水道事業は、

自治体が管理主体となるケースが多く、基本的に

は従来型の技術水準で十分とされる。他方、水循

環技術の活用等比較的高い技術が必要とされる

のは、工業用水・工業下水（同7％）、海水淡水化

（同3％）、再生水（同0.3％）である。また、水ビジ

ネスを、素材供給・建設と運営・管理サービスに

大別すると、後者が全体の53％を占め、とりわけ

上水事業でその比率が高い（62％）。

先に述べた通り、水需要の増加に伴い、水ビジ

ネス市場は2025年に約87兆円規模に成長するこ

とが見込まれている。引き続き、上水事業（全体の

45％）と下水事業（同41％）がボリュームゾーンと

なる一方、非従来型の工業用水・工業下水、海外

淡水化及び再生水事業分野の市場規模は2007

年比で3.3倍に拡大することが見込まれている。ま

た、上下水道事業においては、素材供給・建設業

務の伸びが運営・管理サービス業務を上回り、前

者と後者の市場規模が逆転する点も特徴的であ

る。
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（3）	 水メジャー

世界の水ビジネスにおける民営化された市場

は、PPP（官民パートナーシップ）制度の発展に

伴い、1999年の3.5億人（給水人口ベース）から

2009年に8億人に拡大した。現在、民営化市場で

1億人規模の給水能力を有するのはスエズとヴェ

オリアの仏企業2社であり、両社にテムズ・ウォー

ター（英）を加えた上位3社のいわゆる水メジャー

で世界シェアの約8割を占める。西欧ではかねて

から上下水道事業の民営化が進んでいた中、こう

した水メジャーは欧州域内で大規模な事業経験

を積み重ね、EPC（設計・調達・建設）から運営・

管理までプロジェクト全体を一貫して受注すること

が可能である。また、リスクマネジメント能力が高

く大規模案件に積極的に事業投資を行うことが可

能である点も特徴のひとつである。水メジャーは、

中東、アジア、アフリカ等の新興市場にも進出し

ており、自社関連の水道コンサルタントを活用し

て、現地政府のマスタープラン作りの段階から関

与し、自社の事業参画機会を高める工夫をしてい

る。

1. 	 シンガポールの水ビジネスの特徴

本章では、水資源が不足する中、国家プロジェ

クトとして水関連産業の発展を図ってきたシンガ

ポールの事例を紹介する。

（1）	 水資源の不足

シンガポールは熱帯雨林気候に属し、降水量

は多いものの、人口密度が高いため、人口一人

当たりの年間降水量は約400㎥と極めて少ない（

日本は約5100㎥）。水源として利用可能な河川

はなく、また国土が狭く、平坦な地形であるため、

山地や森林による水源涵養能力が低い。このた

め、シンガポールの国内水資源配賦量は一人当

たり年間149㎥と水不足の基準値となる1000㎥を

大きく下回っている。

（2）	 4つの蛇口戦略

シ ン ガ ポ ー ル で は 国 内 水 資 源 が 不 足 し て い

る た め 、 1 9 6 5 年 の 独 立 以 降 も マ レ ー シ ア ・ ジ ョ

ホールバルからの輸入水で不足分を補ってきて

おり、輸入水への依存度は最大50％程度とされ

る。1960年代には深刻な水不足で給水制限が続

いたこと、また外交・安全保障上、生活に不可欠

な水資源をマレーシアからの輸入に頼ることへの

懸念等から、環境省や公共事業庁 1（PUB）は水

資源の確保を国家的プロジェクトとして優先的に

取り組むこととなった。シンガポールは下記に述

べる「４つの蛇口」政策（図2）の下、国内水資源

の多様化と強化を通じて、マレーシアからの輸入

水依存からの脱却を図ってきた。

特 集 :  シンガポールの水ビジネスと日本の課題 

図1　世界の水ビジネス市場の分野別成長 見 通し
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①	 貯水池

国土が平坦なため大規模なダム建設は困難で

あるため、河口・入江を堰き止めて淡水貯水池化

を図っており、マリーナベイを堰き止める「マリー

ナ・バラージ」（2008年完成）等計17箇所の貯水

池により現在では、国土の約2/3が集水可能地域

となった。

②	 輸入水

隣国マレーシアのジョホールバルより送水管で

水を輸入しているが、ジョホール州政府と1961年

に締結した水供給協定は2011年に期限切れを迎

え、1962年の協定は2061年が有効期限である。

シンガポール政府は、2061年までに上水の完全

自給達成を目標としている。

③	 ニューウォーター （下水再生水）

1970年代前半より下水再生水の研究を続けた

ものの、要素技術の信頼性の問題や高コスト等に

よって実用化には至らず、一時研究を中断。しか

し、膜技術の発展とコスト低下を受けて、1998年

より実用化実験を再開。2002年にベドックとクラン

ジに二つの下水再生水工場が完成し、現在では

計5工場が稼働中で、下水再生水は水需要の約

30%を占める。下水再生水のほとんどは工業用水

として利用されているが、ごく一部は飲料水用とし

て他の源水とブレンドされて処理された後、一般

家庭に供給されている。

なお、第4工場のウル・パンダンはケッペル、第

5工場のチャンギはセムコープによるBOO（Bui ld 

Own Operate)形式で運営されている。政府はベ

ドックやクランジ工場の拡張などさらに整備を進

め、2060年までに全体の55％を下水再生水で供

給する計画。

④	 海水淡水化

新たな水源確保のため下水再生水と並行して

海水淡水化の実用化実験を実施。2005年9月に

チュアスに初の海水淡水化工場が完成、2013年

には第2工場が完成し、これにより水需要の25%を

海水淡水化で供給可能となった。第1及び第2工

場はハイフラックスがBOO形式で運営している。

（3）	 グローバル・ハイドロ・ハブ

政府による水資源開発、とりわけ先進技術が必

要とされる下水再生水や海水淡水化への投資や

助成を通じて、国内外の企業による水関連産業

の集積が見られた。政府はこの状況を活かし、同

国を世界の水関連産業のハブ（基礎研究、応用

研究、技術・ノウハウ・製品輸出）として発展させる

ことを目的とし、2006年に環境省内に環境・水産

業開発委員会（EWI）を設置。PUB、EDB（経済

開発庁）、IE（国際企業庁）等と協力しつつ、外資

系水関連企業の誘致、企業や研究所による研究

開発の支援、また在シンガポール企業の新興市

場への展開サポート等を行っている。また、シン

ガポール国際水週間（S IWW）の開催等、ナレッ

ジの集積も図っている。

　こうした政府の後押しもあり、従来型上下水事

業のみではなく、先進技術領域となる海水淡水化

プラントを建設・運営したハイフラックス、下水再

生工場を手がけたケッペルやセムコープ等は、国

図2　シンガポール：貯水池、ニューウォーター、

             
海 水淡水化工場の位置

注：R:貯水池 、N：ニューウォーター、D：海 水淡水化 

出所：PUB等から作成
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内でのノウハウ、実績を基に同国を代表する水企

業に成長し、中国、東南アジア、中東、アフリカ等

新興地域での事業を拡大している。

さらに、シンガポールは自国の発達した資本市

場を活用し、水事業に対し、金融面でも先駆的な

ソリューションを提供している。水事業は、プロジェ

クトのキャッシュフローが安定しているが、電力等

のインフラ案件ほどではないものの、多額の初期

投資が必要となる一方、内部収益率は高くなく、

回収期間も長期に渡る。このため、企業は長期間

バランスシート上で資産を抱えることとなる。水メジャ

ーは、大きなバランスシートを持ち、多くの水事業

の資産を抱えることでリスク分散を図ることが可能

であるが、水メジャーと比べて規模の小さいシン

ガポール企業には対応が困難である。

しかし、投資信託の一形態であるビジネストラス

ト 2を利用すると、対象資産をオフバランス化する

ことが可能となる一方、ビジネストラストの運営管

理会社を通じ、対象資産の所有権と運営権を実

質的に支配することが可能である。これによって、

自社のバランスシートを軽くしつつ、業務拡大を

図る資産回転型ビジネスが可能となる。

例 え ば 、 ハ イ フ ラ ッ ク ス は 中 国 に お け る 1 8 件

の 水 事 業 資 産 を 2 0 0 7 年 に ビ ジ ネ ス ト ラ ス ト 形 式

で 上 場 （ 2 0 1 0 年 に 三 井 物 産 と の 合 弁 事 業 開 始

に 伴 い 上 場 廃 止 ） し た 。 ま た 、 チ ュ ア ス の 海 水

淡水化事業（ハイフラックス）を含むCi t y Sp r i n g 

Infrastructure Trust (2007年上場)や、ウル・

パ ン ダ ン の 下 水 再 生 水 事 業 （ ケ ッ ペ ル ） を 含 む

K-Green Trust(2010年上場)も組成されている。

 2 . 	 日本の水ビジネスの特徴と
              海外展開における課題

本章では、日本の水ビジネスの特徴や海外展

開における課題に触れつつ、商社や地方自治体

等の海外展開事例を紹介する。

（1）	 日本の水ビジネスの特徴

日本は水処理膜による省水技術や耐震・漏水

防止技術等の高度技術によって効率的な水管理

システムを構築してきた。日本企業が優位な分野

は、水処理膜（海水淡水化で用いられる逆浸透膜

の世界シェアが約50％）、超純水製造、ポンプ、

配管、耐震・漏水防止技術、下水再利用等であ

る。

日本の水ビジネスの特徴は、①部材・部品・機

器製造では水処理機器企業、②装置設計・組立・

建設ではエンジニアリング企業、③事業運営・保

守・管理では地方自治体が主要なプレイヤーであ

り、それぞれの企業・自治体が分野ごとに水事業

に参画してきた。③の運営管理の分野では、国内

事業では地方自治体が実施主体となってきたた

め、民間企業にノウハウが蓄積されてこなかった

ことも特徴的である。

さ て 、 海 外 に お け る 水 事 業 で は 、 上 記 ① ～ ③

を含むシステム全体の事業権を、入札や個別交

渉による随意契約で獲得するのが一般的である。

水メジャーは①～③をすべて自社で賄えることか

ら、プロジェクト全体のマネジメントや提案力に秀

でている。他方、日本企業は①や②の分野で技

術力・競争力を有しているが、包括的な事業権を

獲得するケースは少なく、プライム・コントラクターと

なる水メジャーの下、サブ・コントラクターとして機

器納入やEPCでの参画に留まるケースが多い。

サブ・コントラクターとして機器納入やEPCを請け

負う場合、韓国等新興国企業との苛烈な価格競

争 に 晒 さ れ る こ と と な る 。 他 方 、 水 事 業 の プ ラ イ

ム・コントラクターは、プロジェクト全体を一括で請

け負うことで、バリューチェーンの中で、最も付加

価値の高い部分（全体のマネジメント、諸契約の

ラップアップや運営・管理等）で利益を最大化す

ることが可能である。

日本の水事業は地方自治体による公営事業と

して長らく行われてきた経緯から、日本企業は海

外 水 事 業 の 運 営 ・ 管 理 に か か る 入 札 用 件 （ 給 水

量、給水人口、年数）を満たすことが困難である

ケースが多い。この点は、日本企業が運営・管理

を含むプロジェクト全体のプライム・コントラクター

として水メジャーと伍する上で、最大の障害となっている。

特 集 :  シンガポールの水ビジネスと日本の課題 
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　（2）	 国、地方自治体、民間企業の取組み事例

　

先 に 述 べ た 通 り 、 日 本 企 業 が 海 外 の 水 事 業

にプライム・コントラクターとして参画する際の課

題は、民間企業が十分な水事業の運営・管理実

績を有していないことにある。かかる問題意識の

下、2009年7月、経済産業省は日本の水ビジネス

の積極的な国際展開を支援するために水ビジネ

ス・国際インフラシステム推進室を設置。同年10

月から「水ビジネス国際展開研究会」を開催し、

日本の水ビジネスの国際展開に向けた課題と具

体的な方策を取りまとめた。同研究会の報告書で

は、ボリュームゾーン（従来型の上下水道）分野で

は、プライム・コントラクターとして事業権を確保し

た上で、運営・管理を含む事業の一元管理を行

う企業の創出が求められるとし、それを実現する

ために①J/V：ジョイント・ベンチャー（日本企業と

実績のある海外企業の合弁事業）、②M&A（日本

企 業 が 実 績 の あ る 海 外 企 業 を 買 収 ） 、 ③ 日 本 企

業と地方公共団体（第３セクター）との連携の３類

型を提示。また、成長ゾーン（工業用水、海水淡

水化、再生水等）ではコア技術の優位性を保つこ

と、また市場拡大のためコスト競争力を高めること

を提言した 3。また、2010年6月に閣議決定された

「新成長戦略（基本方針）」の中で、水分野はパッ

ケージ型インフラ海外展開における重要分野とし

て位置づけられた。

一方、地方自治体による水分野での海外事業

は長期に渡り続けられてきた。しかし、これらは主

にJ ICA（国際協力機構）の専門家派遣・研修生

受け入れ事業等で、途上国の水事業者に対する

水事業の運営・管理技術の移転や人材育成等と

いった国際協力事業であった。こうした取り組み

に対して、自治体の専門家派遣を日本企業の海

外事業展開に有効活用することや、自治体自身

が海外事業に直接参画することへの関心が高ま

ってきた。これは企業側からの要望だけではなく、

国内水需要の減少に伴う水道料金収入の減少傾

向に対し、海外事業によって収入源の多様化を

図ろうとする自治体の思惑も交差している。

海外水事業に積極的に取り組んでいる先進的

な地方自治体の事例を紹介すると、北九州市は

全国初となる官民連携の海外水ビジネス推進組

織を2010年8月に設立。2011年3月には、カンボ

ジア・シェムリアップ市の浄水場の基本設計補完

事業を北九州市水道局と浜銀総合研究所が連携

してJICAより受注した。これは、日本の自治体と

して初めての海外水事業受注事例である。また、

ベトナム・ハイフォン市は北九州市が特許を持つ

高度浄水処理技術を小規模浄水場に導入。神鋼

環境ソリューションが建設工事を請け負う他、北

九州市は技術アドバイザーとして参画。他方、神

戸市は、2013年1月に神鋼環境ソリューション等

がベトナム・ロンアンで実施する工業用水事業に

小額出資することを発表。これは、官民連携によ

る 新 興 国 に お け る 本 邦 初 の 水 イ ン フ ラ 整 備 の 事

例とされる。

また、東京都水道局の監理団体である東京水

道サービスは、タイで現地企業と合弁会社を設立

し、2013年2月にタイ首都圏水道公社が実施する

無収水 4対策事業を受注した。また、2013年5月

に、東京都下水道局の監理団体である東京都下

水道サービスは、住友商事及び現地企業とマレー

シアの首都郊外のランガット地区で下水道整備（

設計、建設、運営・管理等）プロジェクトを進める

合弁会社を設立すると発表。マレーシア政府と交

渉中の契約がまとまれば、下水道分野での官民

連携による海外展開では最大規模となる模様。

最 後 に 、 民 間 企 業 の 取 り 組 み を 先 述 の プ ラ イ

ム・コントラクターとして事業権を獲得する際の類

型（①J/Vと②M&A、③については前項で紹介）

に即して代表的な事例を紹介する。

①	 海外企業とのJ/V型では、1997年に三菱

商事がフィリピンの大手財閥であるアヤラグルー

プと提携して民営化事業に応札。首都圏東部地

区590万人を対象に水道事業を運営する権利を

獲得し、マニラウォーターを設立した。水メジャー

との連携では、伊藤忠商事は2010年に、中国・大

連市でスエズと提携し日量4万トンの処理能力を
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有する汚水処理場の保守運営業務を受注した。

また、住友商事は2010年に中国の水事業大手の

北京キャピタルと提携し、山東省や浙江省での下

水処理事業に参画した。また、JBICは2013年に

住友商事やマレーシアのマラコフ等が進めるオマー

ンの海水淡水化事業への融資を決定した。非商

社企業では、日立製作所が2013年にヴェオリア

のグループ会社のOTV等と提携し、イラクの大型

淡水化事業を受注した。

②	 海外企業のM&A型では、2008年7月に三

井物産はメキシコの下水処理会社（アーステック）

を東洋エンジニアリングと買収。2010年に、アトラ

テック（買収後、アーステックから社名変更）等は

メキシコで世界最大規模の下水処理場を建設・操

業する下水処理サービス事業を受注した。2010

年には、三菱商事が産業革新機構、日揮、及び

マニラウォーターと豪州第二位の水道事業会社

のUUAを買収（後にTRILITYに社名変更）。2013

年には、三井物産が、スペインの水事業会社であ

るAqual iaより、同社のチェコにおける上下水事業

の持ち分49％を取得した。

3. 	 水ビジネスにおける日本と
            シンガポールのアライアンス

JB ICは日本企業の提携先として、シンガポー

ルの水企業に着目、ハイフラックスと協力覚書を

締結した。

（1）	 JBICとハイフラックスの協力覚書

JBICは、先に述べた日本企業の水ビジネスの

海外事業展開における課題につき、他の政府機

関や業界団体等と認識を共有する中、解決の一

つ の 糸 口 と し て 、 シ ン ガ ポ ー ル の 最 大 手 水 企 業

であるハイフラックス 5と2009年8月に業務協力の

ための覚書(MOU)を締結した。本覚書はJBIC及

びハイフラックスがアジア大洋州や中東・北アフリ

カ地域において水事業で協力することを目的とす

る。具体的には、日本企業が機器輸出や事業投

資等で関与し、JBICが融資の可能性を検討しうる

水関連プロジェクト等で、双方の情報・意見交換

を緊密化することで、日本企業の総合的な水事業

への参画を促進することが狙いである。

先に述べた通り、水事業での運営・管理実績に

乏しい日本企業は同分野で優位性のある海外企

業と連携することが重要である。当然、水メジャー

と提携することも検討可能ではあるが、国内・海外

での事業実績、企業規模、資金力等の面で圧倒

的な差がついているため、補完関係を築くことは

難しい。しかし、ある程度補完的な関係にないと

水メジャーから運営・管理のノウハウを習熟するこ

とは容易ではない。

他 方 、 シ ン ガ ポ ー ル 企 業 は 独 自 の 経 験 か ら 、

技術力や国内での運営・管理の実績に加え、国

内での事業機会が限定される中、海外での事業

実績を積み増しているものの、国際的なプレイヤー

として見た場合、水メジャーと比してまだ小規模で

ある。そういう相手の方が提携関係を築く際、より

対等な関係を期待できる。

ハイフラックスの視点からは、日本の要素技術

の高さはかねてから評価していたところだが、日

本の商社等の新興市場におけるインフラ事業開

発の経験や資本力は海外事業拡大の上で重要

であると認識したとみられる。また、海外事業を急

拡大し、債務比率が上昇基調にある中で、リーマ

ンショックを迎えたが、そうした状況下でJBICを含

む日本の金融機関からの安定的な長期資金の供

給もハイフラックスにとって魅力的に映ったに違い

ない。

（2）	 日星アライアンス事例

JBICとハイフラックスの協力覚書締結後、日本

企業とハイフラックスの提携事業が相次いで実現

している。まず、2009年12月に日揮はハイフラッ

クスと合弁会社を設立し、中国・天津市での海水

淡水化事業（運営・管理を含む）を実施することを

発表。また、2010年8月に三井物産はハイフラッ

クスと提携し、中国の水事業に参入すると発表。

両社が設立した合弁会社は、ハイフラックスが中

特 集 :  シンガポールの水ビジネスと日本の課題 
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国で保有する22カ所の水処理施設（上水9カ所、

下水11カ所、再生水2カ所）を取得した。また、一

部報道等によると、日立製作所はインド・グジャラー

ト州のダヘジで工業団地向けの海水淡水化事業

をハイフラックスと共同で進めており、日立製作所

は運営・管理にも参画する予定。

日 本 企 業 の 先 進 技 術 導 入 事 例 で は 、 2 0 0 8

年 に 日 東 電 工 は 日 本 企 業 と し て 初 め て シ ン ガ

ポ ー ル に 水 処 理 技 術 の R & D セ ン タ ー を 設 置 の

上、PUBと協力しつつ、三菱レイヨンと共同で膜

分 離 を 用 い た 排 水 再 利 用 技 術 の 実 用 化 研 究 を

進 め て き た 。 P U B は ジ ュ ロ ン 下 水 処 理 場 の 拡 張

に 際 し 、 M B R （ 膜 分 離 活 性 汚 泥 法 ） 方 式 を 採 用

し、2010年に日東電工と三菱レイヨンはMBR方

式の中核装置となる精密濾過膜納入につき同事

業を実施するハイフラックスより共同受注した。ま

た、ハイドロケム（ハイフラックスの100％子会社）

は チ ュ ア ス の 海 水 淡 水 化 第 2 工 場 建 設 に 際 し 、

東レ製の逆浸透膜や酉島製作所の高圧ポンプと

いった本邦製主要機器の導入を決定。これに対

し、JBICは2012年6月に日本企業の水関連ビジ

ネスにおける国際競争力の維持・向上に資すると

の観点から、ハイドロケムに対し、バイヤーズ・クレ

ジット（輸出金融）を供与した。

おわりに：日本の水ビジネスの海外展開
                              における今後の課題

世界的に水資源が限られる中、水需要の拡大

に応じて水ビジネスの規模は2025年には約87兆

円に拡大するとみられる。従来技術による上下水

道ビジネスが引き続きボリュームゾーンになるが、

海水淡水化や再生水等、高度技術を活用した分

野の成長も著しい。日本企業は膜技術等で技術

的優位性を持つが、長らく水事業の運営・管理を

地方自治体が担ってきたため、運営・管理を含む

包括的な水事業の実績やプロジェクト全体のマネ

ジメント能力の面で、水メジャーに劣後する。

こうした課題の下、日本企業は実績を持つ海外

企業との連携や、海外企業の買収を通じ、海外展

開を図っており、また、水不足を克服する中で、

競争力をつけたシンガポール企業との連携も相

次いで実現している。地方自治体の中には官民

連携して海外事業を獲得するため、積極的に海

外展開を進める自治体もみられる。

さて、今後の日本企業の水事業での海外展開

における課題はどこにあるのだろうか。第1点目は

地方自治体の海外進出にかかる課題である。先

進的な地方自治体の海外進出事例は第2章で述

べた通りであるが、JICA等の技術協力事業やFS

調査事例が多い一方、中核的な事業者として水

事 業 に 参 画 す る 事 例 は ま だ 少 な い 6。 し か し 、 今

後、日本企業の包括的な事業権獲得に向けて、

豊富な運営・管理実績を有する地方自治体が事

業者として参画することを検討する事例が増える

可能性もある。地方自治体が海外水事業に参画

する際には、商務上及び新興国特有のポリティカ

ルリスク等に晒されることとなり、必ずしも地方自

治体に海外事業を行う上でのリスク管理の経験が

蓄積されていないことが自治体の積極的な海外

展開の阻害要因になっている。これに対し、地方

自治体を含む日本連合に対し、例えば、JBICに

よる出融資等、公的資金を導入の上、相手国政

府と二国関係を密にすることにより、ポリティカルリ

スク等をマネジメントすることも一案である。

第2点目は水メジャーとの関係である。ボリュー

ムゾーンとなる従来型上下水道分野は水メジャー

が優位な領域である。同分野でシェアを確保する

ためには、水メジャーとどのような関係を築くのが

最適なのか（競合関係かもしくは連携か）は、シン

ガポール企業や他の海外企業との連携等を通じ

て実力をつけてきた日本企業が再度検討に値す

る課題である。例えば、中東のカタール、UAE、

クウェートのIWPP（発電・造水）案件では三井物

産、丸紅、住友商事等とスエズの提携事例も相次

いでいる。こうした中、例えば、世界的金融危機

の余波で引き続き欧州の金融機関が新興国での

リスクテイクに慎重な中、日本企業との連携によ

ってJB ICや邦銀からの融資可能性が高まるとい
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う点は、水メジャーにとって魅力的に映るかもしれ

ない。

最後の点はバーチャル・ウォーターのコンテク

ストでの戦略的取り組みである。バーチャル・ウォー

ターとは、食料輸入国において、もしその輸入食

料を生産するとしたら、どの程度の水が必要かを

推定したものであり、試算によると食料輸入によっ

て海外から日本に輸入されたバーチャル・ウォー

ター量は、日本国内で使用される年間水使用量

と同程度とされる。幸運なことに日本では水不足

の問題に直面していないが、バーチャル・ウォー

ターの概念を通じ、食料輸入国として、途上国等

における水不足の問題には無縁ではないことは

明らかである。今後、企業、地方自治体、中央政

府・政府機関を挙げて日本の水事業の海外展開

に取り組む際、インフラ輸出の促進だけではなく、

バーチャル・ウォーターのコンテクストも加味する

ことで、取り組みの意義や戦略性がより高まること

が期待される。

（注）本稿の意見はすべて執筆者の個人的見

解であり、国際協力銀行の公式見解を反映するも

のではない。

1 Publ ic Uti l i t ies Board。1963年に貿易産

業省傘下の水、電気、ガスの供給機関として設

立。2001年4月に電気、ガス部門が民営化される

一方、環境省の傘下となり、下水道部門を編入。

同年10月に下水再生水部門が、NEWater（ニュー

ウォーター）として分離独立。 

2 インフラビジネスの運営等による事業収益を投

資家に分配する投資信託の一形態で、商品性は

オフィスビル賃料等を分配する不動産投資信託

(REIT)に類似。シンガポールでは2004年にビジ

ネストラスト法が 制定され、現在、23本のビジネ

ストラストがシンガポール通貨庁（MAS）に登録済

み。 　

3 産業競争力懇談会の報告書（2008年）では、比

較的水道インフラが発達した地域向けの先進技

術領域分野では、海水淡水化や下排水再生等日

本企業の強みを活かしたプロジェクト提案が有効

であり、当面はこの領域に注力すべきとした。他

方、従来技術の領域すなわち、ボリュームゾーン

のうち、水道インフラがすでに整備された地域は

既存水メジャーが優位な領域で今から日本企業

が競争力を獲得することは難しいものの、水事業

の整備が遅れている地域では、アジア地域を中

心にODAや無償協力等の国際協力が活発に行

われているため、ODAを活用した運営・管理業務

を含むモデル事業を創出し、包括的な水事業の

実績とノウハウ蓄積を指向するべきと提言した。 

4 漏水や盗水等によって水道料金収入につなが

っていない水量。  

5 現CEOのオリビア・ラム氏が1989年に設

立、2001年に水企業として初めてシンガポール

証券取引所に上場。現在では、水処理膜研究、

水処理施設の建設や運営・管理等水事業全般を

展開。シンガポール国内での実績を基に、1994

年に中国に進出、その後、中東、インド、北アフリ

カ、サブサハラアフリカ等、新興市場に積極的に

展開。2013年度のグループ総売上高は5.4億シ

ンガポールドル（約429億円）、このうち中国を除く

アジアが87%、中国が9%、中東が4%を占める。  

6 例えば、第2章で紹介した2010年に三菱商事

が豪州水道事業会社を買収した案件では、応札

に際し三菱商事から東京都に協力要請があった

が、東京都はコンサルティング業務での参画に留

まった。

特 集 :  シンガポールの水ビジネスと日本の課題 
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1　選ばれる学校に

「インター校に行かせるデメリットは学費が高い

ことだけだ」この衝撃的な言葉を私に投げかけて

いただいたのは、シンガポールに住む日本人の

方。本校に赴任して間もない私に、余りにも衝撃

的でした。「日本人学校はそんな捉え方をされて

いるのか？」と日本人学校を全否定された気持ち

になりました。その後、本校で教育に携わるにつ

れ、「日本の一般的な学校のイメージが先行し、

本校の良さが伝わっていない」ことに気がつきま

した。私は、日本での教育委員会勤務経験があ

り、その視察や指導で多くの公立学校を見てきま

した。そんな経験と照らし合わせても、本校は屈

指の学校に成り得ると感じています。逆に日本に

あるインター校や国際校のイメージと実際の様子

とのギャップを知っているが故、冒頭のような言葉

に大きな疑問と異議をもちました。しかし、シンガ

ポールの日本人社会やシンガポールに赴任され

る方々の中には、そのようなイメージをもたれてい

る方もおられる現実があります。私は、本校の教

育の良さを理解していただき、皆さんにこのメリット

を享受していただきたいと考えています。そして、

シンガポールに住む日本の子ども達を、シンガポ

ール日本人学校で育むことで、子ども達には国際

感覚豊かな日本人に成長し活躍して欲しいと願っ

ています。

特　集

2　本校を選ぶメリット

本校は日本人会によって設立された私立の中

学 校 で す 。 生 徒 と 保 護 者 ・ 日 本 人 会 等 か ら の ニ

ーズに基づきながら、本校の「21世紀を生きる日

本人として『豊かな国際感覚をもち、世界の人々

とつながろうとする人材の育成』」に邁進していま

す。特に中学部は「人としての豊かさ、賢さ、強さ

を持ち、国際社会の中での自己を自覚し、自分の

役割を果たそうとする生徒」を育てます。「人に優

しさ、自分に強さ」を合い言葉に、全職員でチャレ

ンジし向上し続ける学校を目指しています。

シ ン ガ ポ ー ル 在 住 日 本 人 か ら 選 ば れ る 学 校 を 目 指して 

The Japanese School  Secondar y School ,  Singapore 

齊慶　辰也
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さて、シンガポールにおいて本校に通うメリット

は何でしょうか。以下の3点が大きいと考えていま

す。

①日本の転出入、日本の上級学校への進学が

　　　スムーズである

②日本国内の学校に比べて、圧倒的な英語力

　　　が身につく

③日本人としての素晴らしい感性や生き方が　

　　　培われる

そして、私たちの学校に通う生徒や通わせてい

る保護者が学校に期待しているものは、以下の5

点だと把握しています。

①確かな学力、受験に通用する学力

②特に受験に役立つ確かな英語力と実際に使

　　　える英語力

③人間的な成長、将来に対する確かな考えや

　　　希望

④家庭では出来ない集団的な体験、外国なら

　　　ではの体験・経験

⑤精神的な安定がある学習環境の提供

即ち、私たちが本校のメリットを最大限に生か

す教育を進めていくことが、本校に通う生徒と保

護者の希望に適う教育になると思います。

3　確かな学力の保障と進学先

本校では、授業による学力向上に力を入れて

います。まずは、「よく分かる授業・できる授業」に

取り組んでいます。スモールステップによる学習

やパソコンとプロジェクタを活用し、視覚的に理解

する学習を意識的に取り入れています。まずは確

実な理解を促します。その理解の上、問題練習や

演習課題に取り組むことで、「分かる」から「出来

る」状態と「出来た」という自信を培います。また、

生徒が「おや？なぜだろう」「どうしたら出来るか

な」などと考える、問題解決的な学習に取り組ま

せることで、確かな学力の向上に繋げています。

頭のフレッシュな朝の時間を活用して、朝学習

に も 取 り 組 ん で い ま す 。 本 校 の 生 徒 は 非 常 に 学

習意欲が旺盛ですが、なかなか継続的な反復が

出来ていません。計画的に復習する時間や時期

を設定することで、より確実な学力の定着を図りま

す。「朝読書」の時間も設定しています。日本語に

触れ語彙を増やし、日本の豊かな表現を味わうと

いった学習の要素と、落ち着いた生活空間として

の学級・学校作りの要素があります。毎朝8時15

分からの15分間を活用しています。

様々な取り組みと生徒の高い学習意欲、そして

保護者の教育に対する意識の高さに支えられ、

本 校 の 生 徒 は 日 本 の 公 立 校 を 大 き く 上 回 り 、 高

い学力を維持しています。平成25年度学力検査

（NRT）では、全国の平均を50とすると、5教科平

均で58ポイント、英語においては67ポイントを記

録し、非常に良好なレベルです。素晴らしい学力

の生徒が集まり、自らが学習する雰囲気を創り上

げ、その中で日々の学習が進められています。
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高校への進学についても高い実績を誇ります。

大学への高い進学実績のあるシンガポール唯一

の 日 系 私 立 高 校 「 早 稲 田 渋 谷 シ ン ガ ポ ー ル 校 」

に、毎年50名程度が進学します。また、帰国する

生徒は、有名私立学校、東京都をはじめとする各

地区の国公立有名進学校へ続々と進学をしてい

きます。

もちろんこの合格実績は、生徒の不断の努力

の 結 果 で す 。 本 校 で は 、 日 本 へ の 進 学 、 転 校 を

考え、日本の中学校と同様のカリキュラムにより授

業を進めています。国語、社会（日本の歴史・地

理・公民）理科（日本の植物・天体）など、日本標

準で学習します。生徒にとって過度な負担になり

ません。いわゆる内申書といわれるものも、本校

は日本国内同等に扱われています。さらに、本校

卒業生は日本で存分に活躍をしています。本校

生徒の進学を歓迎する多くの高校が日本にはあ

ります。帰国子女枠を使える高校も多数あり、特

別な受験の機会の設定など有利に働く場合もあり

ます。

4　英語力の伸長

インター校との最大の差の一つが、授業などの

教授・指導や式典・行事など日常場面で使う言語

が 日 本 語 で あ る こ と で す 。 本 校 に 在 籍 す る 生 徒

のシンガポール滞在期間は比較的短く3年～5年

が中心です。年間で全生徒の20％ほどが転出入

をします。本校の存在意義からいっても、生徒の

レディネスからいっても、日本語が日常語となりま

す。そのメリットとして、学習内容をより深く正確に

確実に身につけることができます。また、転出入

に伴う語学的ストレスが大きく軽減されます。日本

と同じ環境でシンガポールの生活ができます。

しかし、この差が英語力の伸長に最も大きく影

響します。日本語で生活しながら、シンガポール

に存在するメリットを生かして英語力の伸長に努

力しています。

(1)教科英語

普 段 の 授 業 に お け る 教 科 英 語 で の 取 り 組 み

で す 。 ネ イ テ ィ ブ 並 の 英 語 力 保 持 生 徒 か ら 初 心

者 の 生 徒 ま で が 存 在 し 、 教 育 課 程 に 基 づ い た

同 じ 単 元 を 学 習 し な け れ ば な り ま せ ん 。 英 語 力

の 差 に よ っ て 大 き く 内 容 や 学 習 方 法 を 変 え る 必

要 が あ り ま す 。 本 校 で は 、 1 つ の 学 級 を 3 コ ー ス

（Advanced、Intermediate、Basic）に分け、習熟

度別の少人数で学習を進めます。Advancedは、

原則ネイティブ教師が指導をします。

特 集 :  シンガポール在住日本人から選ばれる学校を目指して
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(2)総合英語（ＥＸ）

「 生 き た 英 語 を 学 ぶ 」 授 業 を 目 指 し 、

教 科 英 語 を 深 化 ・ 発 展 し た 授 業 が Ｅ Ｘ

（Engl i sh　Exper ience）と呼ぶ総合英語です。コ

ミュニケーションを実践する場であり、プロジェクト

型の活動を多く取り入れています。日本人会夏祭

りに出店したVolunteer　Workや近くのホーカー

でインタビューをするHawke r　Pro j e c t、英語劇

やスピーチコンテストなど柔軟で楽しい内容ばか

りです。また、美術の授業「アボリジニアート」と連

携した「アボリジニの自分ストーリーを英語で書く」

などの取り組みもしました。

(3)イマージョン授業

「イマージョン（＝浸す）」という言葉通り、英語

に浸す学習環境を生み出すために、ネイティブ教

師が授業を進めるものがイマージョン授業です。

音楽、美術、体育、家庭科の4教科で実施してい

ます。学習指導要領に準拠しながらも、ネイティブ

教師が学習内容を工夫し計画するので、イマー

ジョン教育ならではのユニークな取り組みとなって

います。授業はネイティブ教師が中心で進めます

が、日本人教師がチームティーチングで授業に入

り生徒をサポートするとともに、教育課程や評価

をコントロールしています。日本から転入した生徒

も、勿論努力は必要ですが、比較的スムーズに溶

け込めます。何よりもネイティブ教師が進める授業

が、日常的に受けられます。

(4)英語環境

授 業 を 受 け 持 つ 3 8 人 の 教 師 の 内 、 8 人 の ネ イ

ティブ教師がいます。授業以外にも、様々な活動

で、ネイティブ教師が生徒達と関わります。委員

会活動や部活動、各種行事では、役割分担に応

じてネイティブ教師が指導にあたり、生徒達は必

然的に生きた英語を聞いたり話したりする場面が

生まれています。

ま た 、 英 語 の 力 を 測 る た め に 全 員 が 受 験 す る

TOEIC　Br idge-Tes tや、希望者には高校受験

に有資格として作用する英語検定を受験させるな

ど、積極的に英語資格試験への参加を促してい

ます。結果を残すことや資格を取得することを通

して、英語に対する自信を深めていきます。

5　将来に対する確かな考え

同じ年齢の者が共同生活を送り、切磋琢磨す

る場である学校は、学習をする場であると同時に

人間性を磨く場です。教育の目的は、人格の完

成であり、私たち日本式の学校教育に求められて

いることは、全人的な教育です。
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本校ではそれを踏まえ、キャリア教育を「志（こ

ころざし）を育む教育」と捉え、大切に取り扱って

います。「志」を、私（し）の夢や希望に公的な貢

献を加えたものと定義しています。職業調べ、上

級 学 校 調 べ 、 働 く 方 か ら 話 を 聞 く 進 路 学 習 講 演

会、職場体験プログラムなどを系統的に配置し、

「 志 」 を 育 も う と 取 り 組 ん で い ま す 。 2 年 生 終 了 ま

で に は 、 自 分 の 言 葉 で 「 志 」 を 語 れ る こ と が 目 標

です。進学を目前にした3年生は、「志」を実現す

べく努力として受験に向かわせたいと考えていま

す。

「 志 を 育 む 教 育 」 の 大 き な 事 業 の 一 つ と し て 「

職場体験プログラム」を位置づけています。シン

ガポール内の日系企業等30社以上にご協力をい

ただき、11月初旬に2日間の職場体験を実施しま

す。働く方と接したり共に活動したりすることを通

して、職業観、勤労観、人生観が育まれる貴重な

機会と捉えています。生徒にとってかけがえのな

い経験となります。日本国内では一般的ですが、

海外にある学校としては、安全面の確保の問題が

大きくほとんど実施できない事業です。シンガポー

ルという恵まれた環境（安全面、日系企業が多数

進出、学校教育に対する協力的雰囲気、移動距

離が比較的短いなど）を享受し、生徒への教育に

繋げていきます。

6　豊かな体験活動

学校は確か な 学力を 身に つける場で あると 共

に、様々な体験活動や集団による活動ができる場

です。頭で理解するだけではなく、実際に身体を

使ったり、協力して取り組んだりといった体験活動

の充実を図っています。生徒達は、様々な学校行

事や体験活動を通して、多くの人の意見を聞き、

自分の考えを伝えます。また、協力したり許し合

ったり、嫌なことも達成すべき目的の為には我慢

したり工夫したりする経験をします。それらを通し

て、より良い人間性を培います。豊かな体験活動

は、家庭で担うことが難しい部分だと考えていま

す。

 (1)１年生野外活動

1年生の11月にマレーシア・コタティンギにある

自 然 環 境 施 設 へ 1 泊 2 日 の 野 外 活 動 に 出 か け ま

す。野外で取り組む5～6種類のアクティビティを

学級ごとに2日間に渡って体験します。アクティビ

ティは、仲間と協力したり励ましあったりして達成

するチームアクティビティが中心です。寝食を共

にする体験と仲間と協力して達成する喜びを全員

が味わいます。

特 集 :  シンガポール在住日本人から選ばれる学校を目指して
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 (2)２年生修学旅行

2年生は昨年2月にタイのチェンマイへ2泊3日

の修学旅行に出かけました。タイの文化施設を全

員で見学するとともに、現地でしかできない文化

体験や運動体験を生徒の選択にて行いました。

また、現地のローカルスクールの生徒と交流を行

いました。タイの文化を学んだり日本の文化（折り

紙、太鼓、民謡など）を伝えたりしました。日本の

文化を伝えるにあたり、日本人会の協力で事前に

文化体験をして理解を深める活動に取り組みまし

た。タイについて知ることは、より深く日本を見つ

めることに繋がっていきます。

(3)体育大会

6月にはDoverにあるSingapore Polytechnic

のグランドを借用し、体育大会を実施しました。個

人種目もありますが、大縄跳びや学級全員リレー

など集団競技を多く実施し、協力することや工夫

し取り組むことの必然性を生み出しています。応

援合戦などを中心に自治的な運営も取り入れ、集

団で行事を成し遂げる体験にしています。生徒達

は、心から運動を楽しむとともに、協力したり我慢

したり工夫したりして、人間的な成長をしていきま

す。

(4)合唱コンクール

9 月 末 に W o o d l a n d s に あ る T h e 　 R e p u b l i c 

Cultural  Centreを借用し合唱コンクールを実施

します。9月はクラス合唱の練習を毎日します。苦

手な生徒も得意な生徒も、金賞ゴールドの受賞を

目指し、学級一丸となって取り組みます。勿論、

良い時ばかりではありません。上手くいかない時

期もあります。この時こそ、工夫し励ましあい我慢

しあい乗り越えていきます。学級で合唱を創り上

げていく経過こそが、学校でしか学べない豊かな

体験活動です。合唱コンクール当日は、どの生徒

も自信に満ち溢れた歌声を会場一杯に響かせ、

聴衆を感動させます。この1カ月で、生徒たちは

人間として日本人として大きく成長をします。
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(5)シンガポールならではの活動

シンガポールにある日本人学校だからこそとい

っ た 活 動 が 沢 山 あ り ま す 。 星 日 学 生 交 換 プ ロ グ

ラム（シンガポール語学センターに通う生徒を受

け 入 れ た り 現 地 学 校 に 体 験 入 学 を し た り す る 事

業）、サービスラーニング（Raf f les Gir ls’ School 

( S e c o n d a r y ) 生 徒 に よ る 中 国 語 講 座 ） 、 R a f f l e s 

I n s t i t u t i onとの科学教育交流など、現地の生徒

との交流事業があります。また、部活動対抗戦や

ス ポ ー ツ デ ー な ど 現 地 生 徒 と の ス ポ ー ツ 交 流 も

あります。インド舞踊やライオンダンスなど現地文

化鑑賞や能・落語といった日本文化鑑賞もありま

す。国際委員会の活動では、現地施設への取材

活動に取り組みます。希望制の活動が多く用意さ

れているので、生徒が主体的に参加することで国

際感覚が自然に身に付きます。

7　日本人としての資質を育む　

東日本大震災時は、極限状態でも配給の列に

忍耐強く並び弱者を気遣う被災者の姿に全世界

が感動しました。サッカーワールドカップでは、試

合終了後の応援席を片付けるサポーターの振る

舞いが賞賛されました。東京オリンピック招致で

は、おもてなしの心が世界に伝わりました。私たち

日本人がそのＤＮＡに刻まれているかのように行

うことは、世界の人たちから素晴らしい資質、国民

性として認められています。これらは、教育によっ

て培われます。教育の原点は家庭教育にあります

が、補完的な部分として学校教育が担っている部

分も多くあると思います。

日本人学校は、日本人として生徒を育てます。

形 式 的 な 面 で は 、 靴 箱 で 靴 を 履 き 替 え 、 自 分 の

使った所は自分で清掃し、皆で同時にお弁当を

教室で食べ、授業の始めと終わりに挨拶をすると

いったことを行います。また、集団生活における

規則やマナーについて、しっかりと指導をします。

時間を守る、約束を守る、相手を思いやり行動す

る、挨拶をするなど、日本人として当然求められる

姿を要求します。さらに、規律を守る経験も規律

に疑問を持ちよりよく乗り越える経験も、一番身近

な社会としての学校で培いたいと考えています。

日本人として普通に守られるマナーや考え方、行

動様式といったものを、是非本校の学校生活で保

持したり身につけたりして欲しいと願っています。

時には日本人気質が嫌になることもあるでしょ

う。しかし、生徒達が世界で活躍するには、規律

正しく、誠実で、人に優しい、そんなよい面を当然

のようにもった日本人の資質を獲得せねばなりま

せん。本校の教育理念「人に優しさ、自分に強さ」

は、まさに世界に誇れる日本人を表し、私たちは

そういった生徒を育てようとしています。学習と行

事や体験活動のバランスを取り、頭も心も体も成

長させることが出来るように取り組んでいます。

8　おわりに

私 た ち 教 職 員 は 、 日 本 全 国 各 地 か ら 「 海 外 で

生活する生徒達に、日本以上の教育を！」という

高い志をもってシンガポールに赴任しました。日

本では、学習指導に、生徒指導に、進路指導に、

部活動指導等に高い実績と自信をもって赴任し

てきた教師ばかりです。学習意欲が旺盛な生徒、

教 育 に 熱 心 な 保 護 者 、 そ し て 、 教 育 に 理 解 あ る

企業、シンガポールという最高に恵まれた環境の

元、持てる力を100％発揮すべく努力をしていま

す。シンガポールに在住の皆様には、本校の強

みや特長についてご理解をいただき、一人でも多

くの生徒が本校へ入学していただきたいと思って

おります。日本の子どもは、ぜひ日本人学校で国

際感覚豊かな日本人として育てさせて欲しいとい

う思いを伝えさせていただきます。

特 集 :  シンガポール在住日本人から選ばれる学校を目指して
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ASEAN経済共同体がもたらす影響と今後の見通し
JETRO  Singapore

Deput y Managing Direc tor

椎 野　幸平

A S E A N は 、 2 0 1 5 年 末 に A S E A N 経 済 共 同 体

（AEC）を形成することを目標に掲げています。歴史

を振り返れば、ASEANは、1993年に域内の関税削

減を開始して以降、段階的に自由化を進め、2015

年末には「経済共同体」の創設という節目を迎えま

す。この間、1997年のアジア通貨危機を経験したこ

とで域内協力の重要性が再認識されたこと、中国や

インドの台頭という外部環境も影響し、ASEANは経

済面での自由化を加速し、市場の一体性を高めて

きました。

ASEAN経済共同体は、2007年に発表された

「ASEANブループリント」（http://www.asean.org/

archive/5187-10.pdf）と呼ばれる工程表に基づい

て交渉が段階的に行われています。AECブループリ

ントは、図表１の通り、「単一市場と生産基地」、「競

争力ある経済地域」、「公平な経済発展」、「グロー

バル経済への統合」を４つを柱に据え、柱毎に個別

の交渉分野が定められ、交渉分野は広範に及んで

います。

＜ASEAN経済共同体（AEC）への期待＞

貿易貿易 商社商社・・
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在シンガポール日系企業の皆様からは、「AEC

でビジネス環境の何が変わるのか」という問い合わ

せが増えています。日本国内においても、ここ数

年、ASEANへの関心が以前にも増して高まっている

だけに、AECに高い期待が寄せられています。

「経済共同体」という言葉は、ヒト、モノ、資本の動

きが自由で、国家権力の一部がEU委員会に委譲さ

れたEUのような状況を想起させます。しかし、2015

年末に出来上がるAECは、現在のEUのような状況

が生まれることは想定されません。まず、人の自由な

移動は、AECでは熟練労働者の移動のみが対象と

なっていること、またシンガポールにおいても就労査

証制度の規制強化が行われている状況で、大きな

進展は見込みにくい状況です。

それでは、数多くあるAECの交渉項目の中でも

どこに注目すればいいのでしょうか。図表１の交渉

項目の中では、物品、投資、サービスが注目される

点と考えます。これから具体的な注目点を解説しま

す。

まず、物品です。物品の関税分野は、ASEAN

物品貿易協定（ATIGA）と呼ばれる協定のもと、既

にASEAN10カ国のうち、カンボジア、ラオス、ミャ

ンマー、ベトナム（CLMV）を除く６カ国は2010年

から既に99％以上の品目で関税を撤廃していま

す。CLMVも既にほとんどの品目を5％以下に引き

下げ、2015年末には93％以上の品目、2018年には

ほぼ全ての品目の関税を撤廃する予定です。ここま

で例外品目が少ない、質の高いFTAを実現できたこ

とは、ASEAN各国の大きな政治的決断に拠るもので

あり、日系企業のサプライチェーンを支える制度的

基盤となっています。物品の関税分野については、

既にかなりの部分が実現しており、2015年末のAEC

形成時点で新たにもたらされる自由化は、CLMVに

おける無税化品目の増加を残すのみとなっています。

また、物品貿易のなかでは、2015年末までに関

税に続き、通関手続きや貿易円滑化と呼ばれる分

野での進展が期待されます。例えば、既に実現し

た原産地証明書へのFOB価格の不記載（後述）、

自己証明制度の導入、シングルウインドウなどで

す。自己証明制度は、現状のように原産地証明書

（ASEANの場合はForm　Dと呼ばれています）の発給

を第三者機関（シンガポールであれば税関）が行

わず、輸出者自らがインボイス等への宣言・署名を

通じて原産性を証明する制度です。特に、航空機

などで物品を輸送する場合、Form　Dが輸入国に到

着するのが物品到着後ということがあり、自己証明

制度の導入でこうした点が改善されることが見込ま

れます。ASEANシングルウインドウ（ASW）は、まず

ASEAN各国で貿易関連手続きを一括して行うこと

ができるナショナル・シングルウインド（NSW）を構築

し、そのNSW同士を接続、ASWとして運用体制を構

築することを目指しています。さらに、規格基準の分

野でも調和に向けた交渉が行われています。

次に、投資です。投資分野では、ASEAN包括

的投資協定（ACIA:　ASEAN　Comprehens i ve 

Investment　Agreement）が既に発効していまして、

投資保護や製造業等の非サービス業の投資自由化

を含む協定です。投資保護分野では、TPPを通じて

日本でも話題になっています投資家対国家の紛争

解決（ISDS）条項も含まれており、ASEAN域内での

投資家の保護を強化する内容となっています。

＜物品、サービス、投資に注目＞
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そしてサービスです。2015年末のAEC創設時

に、ビジネス戦略面で最も影響を与え得る可能性を

秘めているのがサービス分野です。ASEANのサービ

ス分野の交渉は、ASEANサービス貿易枠組み協定

（AFAS）のもと、段階的に交渉が行われています。

前述のAECブループリントの中では、一部を除く

サービス分野でASEAN投資家に対して70％までの

外資出資を認める方針が明記されています。ここか

ら期待される点は、シンガポール会社法のもと設立

され、事業実態のある在シンガポール日系企業か

ら、他のASEAN諸国で外資出資比率規制があるサー

ビス業に対して、70％まで出資できるようになる可

能性があることです。例えば、タイでは、各種の例

外・対策（BOIスキームや優先株方式、投資会社の

出資との組み合わせ）もありますが、外国人事業法

のもと、原則としてほぼ全てのサービス業で外資出

資比率は50％未満までとされています。日本本社

から出資する場合には、50％未満が原則となります

が、AFASが期待通りに発効すれば、シンガポール

の地域統括拠点などからは70％までを出資できるよ

うになり得ます。また、近年、投資意欲が高まってい

るインドネシアやベトナムでもサービス業への外資

規制は幅広く残されていますし、ミャンマーでも依然

として日系企業の関心の高い商業分野への外資出

資は認められていないなどの状況が続いています。

シンガポールは、ご案内の通り、もともと法人税15

％以上の国からの受取配当やキャピタルゲインが非

課税であること、さらには各国との租税条約で税制

上のメリットがある場合もあり、持株機能に関する制

度的優位性を持っています。これに、AFASが期待

通りの内容となれば、シンガポールの制度的優位性

の魅力をさらに高めることになりそうです。

しかし、現実には、各国のサービス業への外資

規制はかなり政治的にも敏感な問題を含んでいる

だけに、過度な期待は寄せられそうにはありませ

ん。AFASは、段階的に交渉が行われ、2012年に

はAFAS第8パッケージ（AFAS8）交渉が妥結、現

在はAFAS9交渉が行われ、2015年末のAEC形成

までにはAFAS10交渉を終了させ、サービス貿易の

自由化を実現することを目標としています。これま

で、AFAS8の交渉結果が公表されていますが、この

内容をみると、まだ自由化約束をしていないサービ

ス業や自由化約束をしていても分野を限定している

内容が目立っています。例えば、タイの卸売業では

医療品の卸売業のみ70％までの出資を約束、イン

ドネシアでは食品・飲料・たばこ、繊維・衣類・履物

の卸売業でのみ、ASEAN投資家51％までの出資を

約束しているといった具合です。また、厳密には、

「ASEAN投資家」の中に、外資系企業も含まれるか

否か曖昧な部分も残されているという課題もありま

す。

現時点の見通しでは、AEC形成時には、各サー

ビス業の中で、特定分野に絞りつつ、ASEAN投資

家による70％出資を認めるという状況を想定してお

くことが現実的と言えそうです。過度な期待は寄せら

れませんが、一部の分野でサービス業の外資規制

の自由化がもたらされ、出資スキームの選択肢が増

える可能性があり、AECの中でもしっかりとみていく

必要がある分野です。

＜域内サービス業への出資スキームで

　選択肢が増える可能性＞
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最後に、AEC形成には、ご案内の通り、JCCIを含

む在ASEANの日系商工会議所が関与されているこ

とを紹介させて頂きます。ASEANにはブルネイを除

く9カ国に日系商工会議所があり、在ASEAN日系商

工会議所の連合体であるASEAN日本人商工会議

所連合会（FJCCIA）が組織され、JCCIも加盟されて

います。FJCCIAは、2008年から毎年１回、ASEAN

事務総長（現在はミン事務総長）と対話の場を持っ

ており、JCCI会頭もご出席され、AECに対する日系

企業の要望を伝えています。ASEAN側もASEANで

事業展開する企業の声を求めており、対話を通じ

て、日系企業の声がAEC形成に反映されていくこと

が期待されています。

こ の 対 話 を 通 じ て 、 具 体 的 な 成 果 も 出 て い ま

す。これまでの要望の中で成果が挙がった代表例

として、原産地証明書へのFOB価格の不記載化

があります。6月1日にシンガポール税関から通達

（Circular No：09/2014）が出されたばかりですが、6

月以降、Form DにはFOB価格を記載する必要が

なくなりました。具体的には、販売会社などが製造

者から商品を買い取った上で、最終顧客に販売す

るリインボイスと呼ばれる取引の場合、Form Dに記

載されるFOB価格と実際の販売価格から、利益率

などが第三者に明らかとなってしまい、円滑なビジ

ネス取引を阻害することが問題視されてきたもので

す。こうした問題認識から、対話の場で要望が重ね

られ、FOB価格の不記載化が実現したものです。

なお、FOB価格の不記載化は、AFTA（ASEAN自

由貿易協定）のみならず、ASEAN・韓国FTAでも実

現、ASEAN・日本FTAでは今年10月から施行予定

であるなど、ASEANが対外的に締結するFTAにも反

映されています。

2014年のASEAN事務総長との対話は6月24日に

マニラで開催される予定です。

AECの注目点として、物品、投資、サービスの紹

介をさせて頂きました。2015年末にAECがもたらす

と考えられる変化は、「経済共同体」という用語から

イメージされるものとは、少し乖離があるかもしれま

せんが、着実に歩を進めています。

A E C は 、 2 0 1 5 年 末 に 大 き な 節 目 を 迎 え ま す

が、AEC形成の動きはそこで終わるわけではなく、

一つの重要な通過点となると見込まれます。2016年

以降も、新たな方向性が定められ、AECは進化を続

けていくものと考えられます。

＜2015年末は一つの節目＞

執筆者氏名
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＜JCCIの声もFJCCIAを通じてASEAN
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 ≪ 6月度　活動報告 ≫
6月19日（木）に、毎年恒例となっております「2014年NWCガイドライン説明会」並びに「2014年JCCI賃金調査結果報告会」
がShangri-La　Hotelにて開催されました。本年度は、204名の方に御参加いただきました。たくさんの御参加、調査への御
協力を賜りまして、ありがとうございました。

≪ 7月度　行事予定 ≫     ※予定は事情により変更・追加されることがございます。

開 催 日 行 事 名 時 間 場 所

7月1日(火) 第一回JCCI基金募金委員会 10:00–11:00 JCCI

7月4日(金) 広報委員会 12:30–14:00 Raffles Hotel

7月8日(火)
7月度運営担当理事会

第530回理事会

11:30–12:15

12:15–14:00
日本人会

7月13日(日) 日本語スピーチコンテスト 10:00–15:00 日本人会

7月15日(火)

第二工業部会

Singapore LNG Corporation

液化天然ガスターミナル視察会

13:00–16:45 ジュロン島

7月20日(日) 貿易部会　懇親ゴルフ 時間未定
The Singapore Island 

Country Club

7月22日(火)

観光・流通・サービス部会、

第一工業部会、貿易部会共催

PSAインターナショナル・港湾施設視察会

15:00–17:00 PSA

7月29日(火)
    運輸・通信部会　2014年度見学会　　 

「SATS/Boeing乗員訓練センター見学会」
11:45-17:00

SATS Catering     

Center/Boeing
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編集後記

常夏の国にいるとどうしても季節感が薄れつつありますが、日本ではい
よいよ本格的な夏が到来するころですね。

子どもの頃は夏休みの間の学校のプール開放日を楽しみにしていたとこ
ろ、水不足による節水でプールが利用できなくなってしまったという悲しい
思い出もありましたが、シンガポールは水源に乏しいにもかかわらず、プー
ル付きコンドミニアムが溢れ、日々生活している中でも『節水』という言葉
を耳にすることは少ないのではないかと思います。

7月号では、そんなシンガポールの水事業に関する記事や、読者の皆様
のなかにはお子様が通われている方もいらっしゃるであろう日本人学校にお
ける教育、また、ASEANでビジネスを展開する上で注目すべきAEC等、多
岐にわたる内容をお届けしております。

ご執筆者の皆様には、ご多忙のところ、大変興味深い記事をご寄稿頂き
ましたこと、この場を借りて厚く御礼申し上げます。

（伊藤忠シンガポール　土田）

シンガポールでは毎週どこかで、必ずといっていいほど、ランニングのイ
ベントや大会が開催されています。フルマラソンのイベントも昨年より一つ
増えて今年は4大会になったそうです。

国内で開催されるイベントの内容も多岐にわたっており、数百メートル
の超短距離ランから、なんと200kmのウルトラランまで開催されています。

シンガポールのマラソン人口が多い背景には、車を気にせずに、綺麗な
景色や緑の植物を見ながら歩ける遊歩道や公園が整備されており、夜や早
朝でも安全で気軽に楽しめる環境が整っていることもあるでしょう。

特に、シンガポールを”ガーデン・シティ”とするための重要なプランの一
つで、都市にいながら緑の豊かさを身近に感じられるように、と整備された
パークコネクターといわれる遊歩道は、2012年時点で既に200km以上が
完成し、2020年までには全長360kmにまで延長する計画だそうです。完
成した暁には、360kmのランニング大会が登場するかもしれませんね。

さて、文末になりますが、お忙しいスケジュールの合間を縫ってご寄稿い
ただいた執筆者の皆様に、心から御礼申し上げます。

（シンガポール三菱倉庫会社　東間）






